 記入例 　　　　　　　　農業経営基盤強化促進事業同意書

令和　　　　年　  　月 　 　日

伊賀市長　△△△△　様

農業経営基盤強化促進事業による利用権の設定について次の計画に同意します。

１．各筆明細　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※認印可
	整理

番号
	
	利用権の設定を受ける者（借り手）（Ａ）
	住　所

伊賀市上野丸之内１６６番地
	氏　名（名　称）　※実際に耕作する人
上　野　太　郎　上野
	電話番号

（０５９５）　２１－４１１１

	
	
	利用権を設定する者（貸し手）   （Ｂ）
	住　所

伊賀市小田町１２３４番地
	氏　名（名　称）　※土地名義人（死亡の場合は相続人）
伊　賀　一　郎　伊賀
	電話番号

（０５９５）　４１－２１１１

	
	
	
	代理人
	㊞　　

［同意印］
	

	利用権を設定する土地（Ｃ）
	設定する利用権（Ｄ）
	本事業の実施により成立する利用権設定等に係る当事者間の法律関係　　（Ｅ）
	利用権を設定する土地の（Ｂ）以外の権原者（Ｆ）
	備考

	所　　　在
	地　番
	地　目
	面積（㎡）
	利用権

の種類
	内容
	存続期間
	借　賃
	借賃の支払方法
	
	住　所
	氏　名
	権原の種類
	同意

印
	

	大字
	字
	
	台帳
	現況
	
	
	
	(始期)
	終 期
	
	
	
	
	
	
	
	

	小田町
	小田
	９８７
	田
	田
	６５４
	賃貸借権
	水田
	
	5ヶ年
	米

60㎏／10ａ
	毎年11月末日までに物納
	賃貸借権
	大阪市北区１－３３

津市観音寺町2‐128
	大阪一雄

田中真理子
	所有権
所有権
	

	

	小田町
	小田
	５４３
	畑
	畑
	２８０
	使用貸借権
	普通畑
	
	5ヶ年
	無償
	―
	使用貸借権
	伊賀市長田１２３４
	伊賀健二
	所有権
	
	

	小田町
	小田
	１０９８
	田
	田
	１，２３５
	賃貸借権
	水田
	
	5ヶ年
	12,350円/年
	毎年11月末日まで現金を持参
	賃貸借権
	
	
	
	
	

	小田町
	小田
	１１２５
	田
	田
	１，７８０
	賃貸借権
	水田
	○○年
○月25日
	○○年

○月24日
	10ａ当たり

10,000円
	毎年11月末日までに口座に振込
	賃貸借権
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


≪記載注意≫

①　この各筆明細は、利用権設定の当事者間ごとに別様とする。

②　（Ｂ）欄の代理人の同意印は、利用権を設定する者の同意印にかわるものとする。

③　（Ｃ）欄の「面積」は、土地登記簿によるものとし、土地登記簿の地積が著しく事実と相違する場合、土地登記簿の地積がない場合及び土地改良事業による一時利用の指定を受けた土地の場合には、実測面積を
　　（　　）書きで下段に２段書きする。なお、１筆の一部について利用権が設定される場合には、○○○㎡の内○○㎡と記載し、当該部分を特定することができる図面を添付するとともに、備考欄にその旨を記載する。
④　（Ｄ）欄の「利用権の種類」は　“賃借権” “使用貸借権”等と記載する。

⑤　（Ｄ）欄の「内容」は、利用権の設定による当該土地の利用目的（例えば水田、普通畑、樹園地、農業用施設用地（畜舎）等）を記載し、水田裏作を目的とする賃貸借等の場合にはその利用期間をも併記する。

⑥　（Ｄ）欄の「存続期間（終期）」は、“○○ヶ年”又は“□□年□□月□□日（始期）から◇◇年◇◇月◇◇日まで”と記載する。

⑦　（Ｄ）欄の「借賃」は、当該土地の１年分の借賃（期間借地の場合には、利用期間に係る年分の借賃）の額を記載する。

⑧　（Ｄ）欄の「借賃の支払方法」は、借賃の支払期限と支払方法（例えば、毎年○○月末日までに貸主口座へ振込み、貸主宅へ現金を持参、貸主宅へ米を物納等）を記載する。

⑨　（Ｅ）欄は、（Ｄ）欄の「利用権の種類」に対応して“賃貸借”“使用貸借”等と記載する。

⑩　解除条件付の賃借権又は使用貸借による権利を設定する場合には、（Ｄ）欄に“解除条件付賃借権”等、及び（Ｅ）欄に“解除条件付賃貸借”等を記載する。 

⑪　（Ｆ）欄は、（Ｃ）欄の土地について（Ｂ）欄以外の権原者（Ｂ欄以外の土地所有者（共有者）、地上権、永小作権、質権、賃借権、使用貸借による権利又はその他の使用及び収益を目的とする権利を有する者）がいるときは、その権原（例えば所有権）とともに記載し同意を得ること。なお、数人の共有に係る土地についての利用権の設定（存続期間５年を超えないものに限る）をする場合は、所有権を有する者の同意については１／２を超える共有持ち分を有する者の同意でよい。
相続がまだの場合や共有名義の場合は、それぞれの同意が必要となる





登記の公簿面積を記入する





いつまでに、どのように支払うか記入する


（物納・口座振込など）








